
IRASコンサルテーション
2014年9月1日、シンガポール内国歳入庁（IRAS）は、移転価格文書化に関するガイダンスの改
訂案についてコンサルテーション・ペーパーを公表しました。コンサルテーション・ペーパーとガイ
ダンス改訂案の要点を以下にまとめています。

コンサルテーション・ペーパーの内容
IRASは、2006年2月23日付公表の移転価格ガイドラインを補足するものとして、「移転価格文
書化についてのより包括的なガイダンスを提供するための」同ガイドライン第4章を更新する方
針です。今回のコンサルテーション・ペーパーは、ガイダンス改訂案の内容とともに以下に関する
改訂ガイダンスへの意見とコメントを求めています。

• 同時移転価格文書化において、どのような課題が予想されるか?

• 付録Aに挙げられている情報の入手に関して、どのような問題が存在するか?

• どのような状況であれば、リスクが低い、つまり移転価格文書化が要求されないとみなされる
のか?

• どのような頻度で文書を更新すべきか?

• 改訂ガイダンスに含まれていない、移転価格文書化に関する領域として、他にどのようなもの
があるか?

意見とコメントの提出期限は、2014年9月24日です。コメントの提出に関する詳細は、コンサル
テーション・ペーパーをご参照ください。
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同時文書化要件
ガイダンス改訂案では、関連者間で行われた取引の価格を説
明するために同時的な記録を作成し、保管することを納税者に
要求しています。ガイダンス改訂案は、同時文書化として取引
がその実行前又は実行時点で記録されており、その事業年度
の申告書の作成時点までに、それらの取引が含まれた文書の
作成を求めています。しかしながら、申告書とともに移転価格文
書を提出することは要求しておらず、要請に応じて移転価格文
書を提供できるようにしておくことを求めています。

同ペーパーでは、移転価格文書化を要求されない状況として、
以下2つを明示しています。

• 納税者が中小企業（small and medium enterprise - 
SME）であり、同一のシンガポールの税率の下、国内取引の
みを行っている場合

又は

• ルーティンサービスに対して、シンガポールのセーフハー 
バーマークアップ率である5%を適用している場合

移転価格文書化の目的と適切性
ガイダンス改訂案は、移転価格文書化の目的について説明が
加えられています。その目的として、納税者が申告書の提出時
又は提出前に移転価格税制を遵守しているかを評価し、移転価
格が独立企業間価格であることを説明できるようにしておくこ
とが挙げられています。

IRASのガイダンス改訂案では、関連者取引に関与したグルー
プ及び特定の企業を移転価格文書において開示することを要
求しています。コンサルテーション・ペーパーの付録Aは、文書に
含める必要がある情報の種類に関する参考資料とされていま
す。

現行の移転価格税制では、納税者に対し、取引の実体と複雑性
に照らして、移転価格税制の遵守と管理コストのバランスを取
ることを求めています。現行のアプローチは、今回のガイダン
ス改訂案で、以下の観点から移転価格文書としての適合性と範
囲を評価するように変更されています。

• 取引又は取り決めにおいて、移転価格リスクが高いか否か

• 適切な移転価格文書を備えていないことにより、納税者が
他の不利な結果を引き起こす可能性があるか否か

また、コンサルテーション・ペーパーは、移転価格リスクが高いと
みなされる状況を例示しています。その例としては、業績が標
準的な業界水準から乖離している場合、あるいは経常的な損失
が発生している、業績に大きな変動がある場合などを挙げてい
ます。

このバランスと適合性という点は、コンサルテーション・ペー 
パーのパラグラフ7.6で、「税務リスクと遵守コストバランスを
考慮して対応することが期待される」と強調されています。同
ペーパーは更に、適切な移転価格文書が作成されていない場
合に納税者に対して発生し得る不利な結果を、以下のように例
示しています。

• 納税者がIRASの要請に応じて適切な移転価格文書を提出
することができない場合、シンガポール所得税法の第94条
（2）に基づき、ペナルティが課される可能性がある。

• 利益水準の妥当性を説明する十分なサポート文書がなく、
シンガポールにおいて利益が過小であるとみなされた場
合、IRASは、シンガポール所得税法の第34D条に基づき、所
得の上方修正を行うことができる。

• IRASがその裁量により、相互協議手続（MAP）において納
税者を支援しない、又は事前確認制度（APA）の申請を受け
付けないという決定を下すことが可能になる。

文書化後の管理
最後に、ガイダンス改訂案は、納税者に対し、定期的に移転価格
文書をレビューし、移転価格文書が引き続き適切であることを
確認しておくことを要求するとともに、関連する課税年度の終
了後5年間保管することを要求しています。

不明な点がございましたら、お気軽にEY担当者にご連絡くださ
い。また、コンサルテーション・ペーパーに対する意見及びコメン
トの提出期限が2014年9月24日であることに改めてご留意く
ださい。
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ことで、構成員、クライアント、そして地域社会のために、より良い世界の構築に貢献します。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバル・ネットワークであり、単体、もし
くは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤン
グ・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。詳しく
は、ey.com をご覧ください。
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務リスクの低減を支援することで、より良い世界の構築に貢献します。詳しくは、www.eytax.jp をご覧くだ 
さい。
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